
全国知事会と日本医師会及び病院団体との意見交換会

令和7年7月9日

① 医療界を挙げた医療機関の経営危機
の改善に向けた活動
② 骨太の方針2025への反映について
③ 次期診療報酬改定に向けて
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（出所） 総務省 統計局 e-Stat 「毎月勤労統計調査」 実数原表（2012年1月～） 一般労働者の現金給与総額について2012年を100として指数化

全産業と医療業の賃金の伸びの比較

（2012=100）
医療・福祉就業者数は959万人（労

働力調査(基本集計) 2025年５月分）にのぼって
おり、就業者数全体の14.0％を占め、
地方で特にその割合が高い。

家族を含めるとその数は更に多く
なり、それが地方経済を支えている。

全産業の賃金の伸び

医療業の賃金の伸び

診療報酬は公定価格であり、他
産業並みの賃上げができるよう、
骨太の方針に向けて、賃金上昇を
踏まえた別次元の対応が必要で
ある。
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① 医療界を挙げた医療機関の経営危機の改善に向けた活動（2025年）
概要月日

全国医学部長病院長会議、国立大学協会とともに、福岡資麿厚生労働大臣に対して「医療機関の経営
に対し、国からの適切な財政支援が欠かせない」と要望した。1月7日

日本医師会・6病院団体合同声明により、以下2点を求めた。
１．『高齢化の伸びの範囲内に抑制する』という社会保障予算の目安対応の廃止
２．診療報酬等について、賃金・物価の上昇に応じて適切に対応する新たな仕組みの導入

3月12日

医療政策研究会に出席。「物価・賃金上昇等に対応した、地域医療の安定に向けての緊急要望」が
取りまとめられた。4月16日

医療・介護・福祉の現場を守る緊急集会に出席し、医療機関の厳しい状況を訴えた。取りまとめられ
た緊急要望は、同日中に石破総理に手交された。4月18日

自民党社会保障制度調査会「医療・介護分野の経営状況等に係る関係団体ヒアリング」に出席、
病院・診療所の危機的な経営状況について訴えた。5月12日

公明党「社会保障制度調査会」「医療制度委員会」「医薬品・医療機器検討委員会」合同団体ヒア
リングに出席した。5月14日

国民医療を守る議員の会にて意見を述べ、本会の主張を踏まえた決議が採択された。
１．経済成長の果実の活用、すなわち税収等の上振れ分の活用、２．「高齢化の伸びの範囲内に抑制する」と
いう社会保障予算の目安対応の見直し、３．診療報酬等について、賃金・物価の上昇に応じた公定価格等への
適切な反映、４．小児医療・周産期医療体制の強力な方策の検討

同日

国際医療を守る議員の会とともに、石破茂内閣総理大臣に対し、上記の国民医療を守る議員の会の
決議を手交し、医療の危機的な窮状を訴えた。5月23日

日本を代表する医療・介護関係団体で構成する国民医療推進協議会総会にて上記四点の要望を採択。6月4日 7



経済財政運営と改革の基本方針2025（2025年6月13日閣議決定）

「経済・財政新生計画」に基づく今後の取組方針（抜粋）

（「経済・財政新生計画」に基づく今後の取組方針）
（中略）

とりわけ社会保障関係費204については、医療・介護等の現場の厳しい
現状や税収等を含めた財政の状況を踏まえ、これまでの改革を通じた
保険料負担の抑制努力も継続しつつ、2025年春季労使交渉における力
強い賃上げの実現や昨今の物価上昇による影響等について、経営の安
定や現場で働く幅広い職種の方々の賃上げに確実につながるよう、的確
な対応を行う。「具体的には、高齢化による増加分に相当する伸びにこう
した経済・物価動向等を踏まえた対応に相当する増加分を加算する。」

（後略）

「経済財政運営と改革の基本方針2025」 （令和７年６月13日閣議決定） 38頁

204 社会保障関係費の伸びの要因として高齢化と高度化等が存在する。

赤字部分が追記された

最終決定
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② 骨太の方針2025への反映について



経済財政運営と改革の基本方針2025（2025年6月13日閣議決定）
「経済・財政新生計画」に基づく今後の取組方針（抜粋）

（１）全世代型社会保障の構築
（中略）

医療・介護・障害福祉等の公定価格の分野の賃上げ、経営の安定、離職防止、
人材確保がしっかり図られるよう、コストカット型からの転換を明確に図る必要
がある。このため、「これまでの歳出改革を通じた保険料負担の抑制努力も
継続しつつ」、次期報酬改定を始めとした必要な対応策において、2025年春季
労使交渉における力強い賃上げ207の実現や昨今の物価上昇による影響等に
ついて、経営の安定や現場で働く幅広い職種の方々の賃上げに確実につなが
るよう、的確な対応を行う。

（後略）

「経済財政運営と改革の基本方針2025」 （令和７年６月13日閣議決定） 38頁、39頁

207日本労働組合総連合会の集計によれば、現時点（第６回集計）で定期昇給を含む平均賃上げ率は
5.26％（うちベースアップ分のみで3.71％）、組合員数300人未満の組合の平均賃上げ率は4.70％（うち
ベースアップ分のみで3.51％）となっている。

診療報酬改定に向け、目安となる数字が明記された

最終決定
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骨太の方針2025へ日本医師会の働きかけ （まとめ）

６月６日の経済財政諮問会議における原案が公表され、
自民党政調全体会議など与党内の議論を踏まえ、原案の厳
しい内容が、日本医師会の要望に基づき、極めて良い方向
に修正され、６月13日に閣議決定されました。

歳出改革の中での「引き算」ではなく、物価・賃金対応分を
「加算する」という「足し算」の論理となったことが非常に重要
なポイントであり、年末の予算編成における診療報酬改定に
期待できる書きぶりとなりました。

また、経済成長の果実である「税収等」の活用や自然増に
ついても明記されています。
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（出所） 日本医師会定例記者会見「「骨太の方針2025」の閣議決定等を受けて」（令和7年6月18日）
<https://www.med.or.jp/nichiionline/article/012278.html>

• 「わが国の平均所得の引き上げと、医療・介護界が他産業の賃上げに追い付く
ためにも、公定価格である診療報酬で手当てすることが基本になるので、しっ
かりとした対応を求めたい」

• 骨太の方針2025の注釈に、2025年春季労使交渉の平均賃上げ率5.26％等の
数字が明記されたことに対し、「この数字は次期診療報酬改定において念頭に
置かれるものと認識しており、大きな進歩である」

• 今回の骨太の方針の内容を確実に実施するためには、夏の参議院選挙、秋の
令和７年度補正予算編成、更には年末に向けた
令和８年度診療報酬改定が極めて重要だとして、
「高齢化、高度化に加え、物価高騰・賃金上昇に
しっかりと対応できるよう、あらゆる機会を通じて、
引き続き政府与党に働き掛けていく」

「骨太の方針2025」の閣議決定等を受けて（日本医師会松本会長会見診療報酬改定への言及部分抜粋）

③ 次期診療報酬改定に向けて
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３．診療報酬等について、賃金・物価の上昇に応じた公定価格等への適切な反映

２．「高齢化の伸びの範囲内に抑制する」という社会保障予算の目安対応の見直し

１．経済成長の果実の活用

令和８年度診療報酬改定に向けた４本の柱

近年大きく増加する消費税、所得税、法人税等の増収分を新たな安定的な財源として活用する新たな仕
組みを構築する。

「骨太の方針2024」において「経済・物価動向等に配慮しながら」という文言が本文に記載されたが、それ
では全く不十分であることから、賃金上昇や物価高騰の下での逼迫した経営状況等に対応し得るように目
安対応を抜本的に改めた文言とする。

このままでは人手不足に拍車がかかり、患者さんに適切な医療を提供できなくなることから、医療・介護業
界でも他産業並みの賃上げができるよう、賃金・物価の上昇に応じて、公定価格等へ適切な反映を行う。

４．小児医療・周産期医療体制の強力な方策の検討

2024年の出生数は69万人弱（外国人を含めて約72万人）とされており、好転の兆しは見えていない。小児
医療・周産期体制については、救急医療が中心であり、単に集約すればいいということではなく、全国津々
浦々で対応するための強力な方策を構築する。

日本医師会の主張
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